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公共経営研究科１年（2011年 9月入学） 山岸 裕  

 

 

１．１．１．１．はじめにはじめにはじめにはじめに 
 1995年（平成６年）の地方分権推進法の施行にはじまる地方分権改革により、地方自治

体が自らの責任で処理する行政事務が大幅に拡大した。これを受け、国や都道府県から移

管された行政事務を処理する体制を構築するために、合併による大規模化などにより、機

能強化を図る市町村が急増した。 

 また、大気汚染や河川水質等行政区域を越えて影響を及ぼす環境問題や、大規模災害な

どの防災施策をはじめ、地方自治体が抱える行政課題の中には、一の都府県域内に留まら

ない課題が増大している。 

 更に、交通網の発達などにより、都府県域を跨いだ通勤・通学等が市民生活に定着する

とともに、市町村の規模拡大等が相次ぐ中、これまで広域行政を担ってきた都道府県の役

割や存在意義が問われ始めている。これを受け、既存の都府県の枠を越える広域自治体や

都府県の連携強化に関する議論が活発化している。政府の地方制度調査会や経済同友会等

経済界でも議論された所謂「道州制問題」は、都府県域を超える広域行政のあり方に一石

を投じた。 

 しかし、都府県域を越える行政課題が頻出していることをもって、現状の都道府県制度

から道州制へ移行できるほど、議論が煮詰まっているわけではなく、また道州政府のあり

方や法整備などの手続き等を考慮すると、仮に道州制に移行するにしても、今後、相当な

期間を要することは想像に難くない。 

このような状況の下、現行制度でも広域的課題の解決に着手しようとする動きも出てき

ている。例えば、2010年には、大阪府、兵庫県、京都府など２府５県で構成する関西広域

連合が設立され、府県を跨ぐ行政課題に、より迅速かつ効果的に対応するための枠組みづ

くりが進められている。また、九州地域でも、県域を越えるより広域的な行政課題に対処

すべく、九州６県が連携し、九州広域行政機構（仮称）の設置に向け、関係機関と協議を

進めている。 

 一方、人口で 27.8％、圏内総生産で 31.9％を占める国内最大規模の圏域である東京圏（東

京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）では、上記の２地域に比べると、広域的な行政課題解

決に向けた枠組みづくりについて、現在までのところ目立った動きを見せていない。 

 本稿は、東京圏が今後ますます広域化が進んでいく行政課題に対し、どのような体制で

対応していくべきか、その進むべき方向性について考察するものである。 

なお、都府県域を越える行政課題を解決するには、国が責任をもって取り組むべきとい

う意見もあろう。しかし、国が主体となって、地域間の違いを考慮せず、画一的な施策の

展開を促進することは、限られた財源のもと、より効果的・効率的な行政運営を実施して
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いこうとする現在の地方分権の流れに逆行することになりかねない。都府県域を越える行

政課題に対しても、地方自治体が主体的に取り組むことが、地域主権の時代の地方自治体

に求められる責務であると考える。 

 

2.    東京圏における広域連携の現状東京圏における広域連携の現状東京圏における広域連携の現状東京圏における広域連携の現状 
2.1 「東京圏」の定義 

本稿で使用する「東京圏」と類似した用語に「首都圏」という用語がある。首都圏とい

う用語には、その対象とする区域に諸説あり、例えば、首都圏整備法（昭和 31年法律第 83

号）では、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、群馬県、栃木県、山梨県の１都

７県を首都圏とし、このうち東京、神奈川、埼玉、千葉の１都３県を「東京圏」としてい

る。 

 一方、国土交通省関東地方整備局長の諮問機関である関東地方交通審議会が 2005年に答

申した「関東交通プラン 2005-2015」では、首都圏（都市部）を東京、神奈川、埼玉、千

葉の１都３県とし、茨城、栃木、群馬、山梨の各県を首都圏以外（地方部）としており、

首都圏整備法よりも狭い範囲を「首都圏」としている。 

このように、「首都圏」という用語は、国土計画を所管する国土交通省内部ですら、共通

の認識を得ていない状況にある。一方で、「東京圏」については、東京都、神奈川県、埼玉

県、千葉県の１都３県を対象とするということで、見解がほぼ統一されていることから、

本研究では、上記１都３県をもって「東京圏」と統一的に呼称することとし、固有名詞な

ど特別な場合を除いては、「首都圏」という用語は使用しないものとする。 

 現状では、東京圏の広域連携について協議する既存の場として、「九都県市首脳会議」が

存在する。以下では、東京圏の広域連携組織として、九都県市首脳会議を主な対象として、

議論を展開していくものとする。 

2.2 東京圏の特徴―他地域との相違点 

 東京圏は首都東京を抱えているという他地域にはない特性を有することで、政治・行政

機能の集積だけでなく、国内外の企業が本社機能を東京に集中させるなど、経済の中心地

として、ヒト、モノ、金、情報が集まっている。 

 東京圏を構成する個々の都県についても、人口 1,300 万人の東京都を筆頭に、同 900 万

人の神奈川県、同じく 700 万人、600 万人規模の埼玉県、千葉県という人口規模でそれぞ

れ全国の都道府県で１位、２位、５位、６位と上位を占める都県が集中している。このた

め、法人２税をはじめ、個人住民税、固定資産税などの自主財源にも比較的恵まれており、

各都県市が、単独で対処できると判断する行政課題の範囲が、他地域に比べ大きくなる傾

向にある。実際、九都県市首脳会議での議論の実績を見ても、環境問題や大規模災害対策

のような地理的・面的に都県を跨ぐ行政課題に集中しており、他分野では各構成団体が個

別に対応する傾向にある。 

 このように、東京圏と他地域とでは、構成団体の財政的基盤などの条件が異なるため、

一概に広域連合等の設立に積極的かどうかで、広域的行政課題への対応能力を比較するこ

とはできない。 
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そもそも、都道府県の中には、人口規模や財源、人的資源が大きく異なる中、全ての都

道府県に同レベルの行政責任を担わせるというのは無理があろう。市町村では、政令指定

都市と一般の市では、担うべき行政事務の範囲が異なるように、都道府県でも人口や自主

財源の規模、人的資源などによって、担うべき行政課題に差があって然るべきではないだ

ろうか。市町村の例にあるように、規模の小さな自治体が近隣の他の自治体と連携を組む

必要性は、規模の大きな自治体よりも相対的に高いものと推察される。 

 

３３３３.    九都県市九都県市九都県市九都県市広域連携の取組と成果広域連携の取組と成果広域連携の取組と成果広域連携の取組と成果 
 上述のとおり、東京圏では、東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県の１都３県及びその県

内に所在する政令指定都市である横浜市、川崎市、相模原市、さいたま市、千葉市の５市

で構成する九都県市首脳会議を設置し、「都市の共通課題」の解決に取り組んでいる。 

同会議は、昭和 54 年（1979 年）に、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の知事並びに

横浜市、川崎市の２政令市市長により、第１回六都県市首脳会議が開催されたのが発端で

ある。同会議の結果、六都県市（当時）首脳の自由、率直な会議の場とし、種々の課題に

ついて認識を示しながら、各首長によるトップダウン方式により、検討内容をつめていく

こととした1。 

その後、平成４年に千葉市長が、同 15 年にさいたま市長が、同 22 年に相模原市長がそ

れぞれ政令指定都市への移行に伴い加入し、現在の九都県市首脳会議となったのである。 

なお、九都県市首脳会議には、都道府県知事だけでなく、政令指定都市市長も構成メン

バーになっていること、地方自治法第 291 条の２に定める広域連合のような法的な組織体

（主体）ではなく、構成団体それぞれの自主性を維持しつつ、課題ごとに連携のあり方を

検討しながら施策に取り組む、よりゆるやかな連携であるという特徴が挙げられる。 

 九都県市首脳会議では、以下に掲げる検討委員会などを設置し、構成団体間で課題解決

に向けた検討を重ねてきた。これらの実施体制は、具体的な調査・検討・協議等を行う下

部機関として、担当部局長で構成され、実務者がより具体的な施策の方向性などについて、

議論する場となっている。 

3.1 実施体制 

 現在、九都県市首脳会議では、以下の委員会等を設置して、広域的課題について、個別

に検討・協議している。 

（１）企画担当部長会議 

  主に、九都県市首脳会議の円滑な運営を図る調整機能を担う。 

（２）廃棄物問題検討委員会 

  資源循環型社会の構築を目指し、九都県市が共同・協調し、広域的な対応が求められ

る廃棄物処理に関する方策等について検討するとともに、必要な取組を実施する仕組み

を構築する。 

（３）環境問題検討委員会 

                                                   
1 九都県市首脳会議ポケットブック（2011年 8月）p.1 
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  首都圏環境宣言2を踏まえ、快適な地域環境を創造し、地球環境の保全に貢献すること

を目的に、共同・協調する取り組むべき方策について検討し、必要な取組を実施する仕

組みを構築する。 

（４）防災・危機管理対策委員会 

  災害等に係る総合的な防災対策の共同研究、相互支援、合同防災訓練等について検討

するため、各都県市の防災担当部局長で構成する委員会を設置している。これまでに、

九都県市災害時相互応援協定3の締結や合同防災訓練などを実施している。 

 上記の他にも、首都圏空港のあり方検討会、花粉発生源及び花粉症対策に関する検討会、

首都圏ボンド調査研究会、産業国際競争力強化検討会など各種研究会等が設置されている。

九都県市首脳会議で検討の対象となっている主な分野は、廃棄物処理・環境問題と防災・

危機管理といった一の都県市の範囲では収まらない、或いは都県市単体「で取り組むより、

連携することでより大きな効果が期待できる分野に集中していることが窺える。 

3.2 これまでの主な成果 

これまでの主な成果として、ディーゼル車排ガス規制4、帰宅困難者支援ステーション5の

共同推進、総合防災訓練の実施、東京都・川崎市との水道管連絡管、京浜三港の協調的な

振興など具体的な事業を伴う連携のほか、首都移転反対運動など政治的な連携活動にも取

り組んできた。 

ディーゼル車排ガス規制のように、連携によって大きな効果を発揮した施策もある一方、

京浜三港のように、互いにライバル関係にあった東京港や横浜港などの港湾管理者同士が

連携していく困難さが浮き彫りとなった例もある。京浜三港の連携事業を例に取ると、京

浜港全体の国際競争力を高めるという総論では意見が一致しても、各都県市の役割分担等

の各論に入ると議論が停滞することが少なくない。 

いずれにせよ、「環境」、「防災」など一の都県市の範囲では対応が困難でかつ早急に取り

組む必要性について各構成団体が認識を共有している課題・分野については、連携体制が

構築されてきていることが窺える。 

 

４４４４．東京圏における広域的行政にかかる課題．東京圏における広域的行政にかかる課題．東京圏における広域的行政にかかる課題．東京圏における広域的行政にかかる課題 
 これまでの議論でも明らかな通り、東京圏における広域連携は、九都県市首脳会議にお

ける首長間のゆるやかな連携のもと、各構成団体にとって共通課題として認識された事項

                                                   
2 首都圏環境宣言とは、1989年（平成元年）に、快適な地域環境を創造することを目指し、六都県市（当

時）の首脳が採択した。 
3 平成２年６月に六都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市）が締結した「六都県

市災害時相互応援に関する協定」の理念を受け継ぎ、平成 22 年 4 月から九都県市域において災害等が発生

し、被災都県市独自では十分な応急措置ができない場合に、相互連携と協力のもと、被災都県市の応急対

策及び復旧対策を円滑に遂行するため協定を締結した。 
4 ディーゼル車排ガス規制とは、国の NOx・PM法の適用延期により、大気汚染の改善を先送りしたこと

から、深刻な大気汚染を一刻も早く改善するため、首都圏一都三県が連帯して、ディーゼル車の排出ガス

を規制する条例を制定、2003年 10月 1日から埼玉・千葉・東京・神奈川の全域で、国に先駆け、条例の

PM排出基準を満たさないディーゼル車の走行が禁止された取組のこと  
5 帰宅困難者支援ステーションとは、徒歩による帰宅者に対する支援の一環として、水道水・トイレ・テ

レビ及びラジオからの災害情報の提供を行う施設のことで、主に域内のコンビニエンスストアやガソリン

スタンド、ファミリーレストラン等と協定を締結し、帰宅困難者支援ステーションの登録を依頼している。 
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について、対応策を検討する形式で進められてきた。 

 しかし、現状では、次のような課題を抱えていることで、広域的課題に対する連携が進

展し難い状況にある。 

4.1 住民目線の欠如及び低い住民の関心 

 これまでの地方分権や自治体間の連携に関する議論が、必ずしも住民の視点に立ったも

のではなく、国の出先機関改革の議論を見ても、国と地方の権限争いに陥る傾向があった。

地方分権や地方自治体の広域的連携によって、住民サービスの向上にどのような効果があ

るのか、住民を交えた議論を十分に行って来なかったことが影響している。このため、住

民にとって、都県を跨ぐ広域連携に関する関心も高まっていないのが実情である。 

地方自治体は、誰のための広域連携なのか、現状ではどういった課題があり、広域連携

によってどのような効果が生まれるのかを、住民に明示していかなければならない。その

上で、住民を交えた議論を展開し、住民にとって、より望ましい自治のあり方を、住民と

自治体が共有していく必要がある。  

4.2 希薄な将来への危機意識 

 現在、広域連合等の仕組みを積極的に取り入れている自治体の多くは、人口減少や経済

の停滞といった問題が既に顕在化しているところが多く、今後は財政問題や生産人口減少

などの課題がより深刻化し、各地方自治体が単独で地域を支えていくことが困難となるこ

とに対する危機意識を共有していることが窺える。例えば、関西地方では、府県だけでな

く、関西経済連合会など経済界なども一体となって、関西地方の経済基盤の弱体化という

問題に対応しようと連携して取り組んでいる。 

一方、九都県市首脳会議の構成団体は、東京を中心に依然として人口や産業などの集積

があり、他の地域に較べ、地域の活力低下などに対する危機意識が相対的に低いように見

受けられる。 

しかし、今後、東京圏でも急激に少子高齢化が進展するとともに、産業拠点の海外への

転出による空洞化や、東アジアの新興都市との都市間競争の激化などにより、従来は単独

で対応できた行政課題でも、今後は地域で連携するなどより広域的な行政を地域の実情に

即して実施できる広域連携を構築しなければ、成長著しい世界の大都市圏との差が広まる

ことが懸念されている。九都県市の構成団体が自らの行政課題への対応能力を過信するこ

とで、東京圏だけでなく、日本がグローバル経済から取り残されることにも発展しかねな

いということを意識しなければならない。 

4.3 議長都市による調整の限界 

 各自治体間で連携することで、大きな成果を上げた事例がある一方で、検討されたもの

の、その後、課題解決向けて、具体の施策が展開されないままとなっている課題も少なく

ない。 

各都県市が、問題意識を共有することで、総論では賛同しても、利害が相反する各論に

踏み込んだ議論に入ると、意見の調整がつかず、検討はしたものの、その後、具体の施策

が展開されずに休眠状態となっている場合も少なくない。図表１には、そうした検討段階

から先に進んでいない検討会の一部を記載している。 
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このように、議論の俎上に上がっても、具体の施策に発展しない理由の一つとして、リ

ーダーシップを発揮すべき議長都市が、持ち回りで毎年交代するため、広域連携として長

期的なビジョンを持って、東京圏をどういう地域にすべきか、という基本的な議論が展開

されないことが挙げられる。また、あくまで「連携」であり、組織としての一体性を持つ

行政主体ではないことも、議長都市の首長がリーダーシップを発揮し難い要因の一つであ

ると考える。 

    

図表１図表１図表１図表１    本格実施に至っていない本格実施に至っていない本格実施に至っていない本格実施に至っていない東京圏の広域連携東京圏の広域連携東京圏の広域連携東京圏の広域連携施策施策施策施策    

名称 提案年月日 内容 課題

首都圏空港のあり方研究
会

平成16年11月10日
首都圏空港のあり方についての調査研
究

未だ、羽田と成田の連携が十分とは
言えず、首都圏の空港が東アジアで
の競争力を強化し得る施策を打ち出
せない状態にある。

再生可能エネルギー拡大
検討会

平成19年5月30日
温室効果ガス排出量を削減するため、電
気の環境配慮調達の推進や民間企業等
への普及のための方策について検討

導入経費の地方交付税交付金算定や
法人税法上の損金算入を国に要望し
た。自治体間連携として、主体的なア
クションを起こせなかった。

医師確保に関する検討会 平成19年5月30日
地域医療における医師不足の解消を図る
ため、臨床研修制度の見直しなど、早急
に国への要望を行うことについて検討

平成１９年６月に、臨床研修制度の見
直しなどについて、国に要望を行って
以後、課題解決に向けた広域的取組
なし

地域医療福祉コンソーシア
ムを目指した地域医療の連
携に関する検討会

平成21年4月23日

１都３県では、地域住民が医療や福祉の
サービスを互いに利用し合っているという
実態に鑑み、救急医療や周産期医療に
係る対策について連携するために、必要
な医療体制の整備に係る連携を検討

検討段階から前に進んでいない。各
都県市の負担割合など利害が相反す
る各論に入ると議論が停滞する。

企業合同就職説明会等の
開催に向けた検討会

平成21年11月18日
緊急経済対策及び緊急雇用対策の一環
で、都県市が連携して、企業合同就職説
明会を開催（平成22年2月9日）

1度共同開催したものの、その後は各
都県市が個別に対応。各都県市間の
調整の手間等が障害となっている。

出典　九都県市首脳会議ポケットブックより筆者作成  

4.4 事後対応型連携の限界 

九都県市首脳会議は、構成団体の「共通の課題」を解決するために、連携して取り組む

べき課題が発見され、連携が必要と判断された場合に、課題ごとに対応を検討していく事

後対応型の会議である。これは、構成団体が単独で実施できるものは、原則として単独で

対応するという構成団体の行政主体としての主体性を重視したものである。このように、

行政課題が構成団体の共通課題として認識されてから取り組むという点で、議論する課題

の乱立を回避できるというメリットがある反面で、広域的な課題への対応が後手に回る傾

向にあるという問題も孕んでいる。 

地方分権が進み、地方自治体が自ら状況を判断し、最終決断まで責任を負う機会がます

ます増加するなか、より迅速で戦略的な連携体制を構築していく必要がある。 

 

５５５５．．．．おわりにおわりにおわりにおわりに 
東京圏１都３県は、通勤・通学者をはじめ、都県域を越える住民の移動が日常化してお

り、都市としての一体性は今後も強まっていくであろう。また、環境問題や大規模災害対

策など、ますます広域化する行政課題を克服するには、現在の都県の行政区域内で課題を

捉え、解決策を模索していては、効果的・効率的な対策ができなくなっている。 

更に、国内最大規模の生活圏である一方、マグニチュード７クラスの首都直下型地震が
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今後 30年間の 70％程度の確率で起きるとされる6東京圏では、頻発する広域的な課題に対

し、課題が認識されてから事後的な対応を検討していたのでは間に合わない「想定外」の

課題に対し、他の地域以上に十分な備えが必要となる。今後は、課題が生じる以前に、想

定外の事態をできる限り回避できるよう、連携して取り組むべき課題や分野について予め

各構成団体の役割を定めておくなど、より主体的・戦略的な連携体制を構築していく必要

がある。 

～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・～・ 
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